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(1) 国 内 の 動 向
明治40年代に入 り,明治40年 (1907)から第一次世界大戦勃発に至るまでの期間において
ほ,日本経済は慢性的恐慌状態を望したのであるOこの時期の経済恐慌は,明治40年(1907)
1月の株式市場の暴落をはじめとして,同年秋には,アメリカにおける恐慌の余波を受け,
同年末に恐慌は,さらに深刻化した｡そして,金融市場も逼迫し,40年 (1907)末から41年
(1908)にかけて,多数の企業,銀行の倒産をみるにいたった｡とくに,この恐慌は紡績業
(1)
や銅の生産,販売者などに大きな打撃を与えたのである｡
こうした状況に対して,政府は救済に乗 り出し,41年 (1908)下半期には,この恐慌も鎮
静したが,42年 (1909)以後また,さまざまな動揺があらわれ,43年 (1910)の中間景気も
(2)
みられたが,不況は慢性的傾向を強くしていったoこうした恐慌を背景にして,救済対象が
出現してくるのである｡
ところが,大正3年 (1914)の第一次世界大戦の勃発によって1,2年は恐慌状態を示し
たが,とくに大正5年 (1916)から6年 (1917)にかけて,日本の輸出市場はいっきょに拡
大し,貿易額は飛躍的に増大し大好況を星した｡それはとくに化学工業,綿系紡績,枚械造
(3)
船業,海運業においてみられた｡
それとともに,米価を中心とする生活必需品の著しい騰貴が大衆の生活を圧迫し,ついに
大正7年 (1918)7月米騒動の勃発をまねいたのであった｡
一方,農業においては,この時期の慢性的恐慌により深刻な影響を受けた｡とくに,明治
(4)
41年 (1908)以降,農産物価格は激落し,ついに農業恐慌をひき起こしたのであったO
このように,明治41年 (1908)から大正4年 (1915)頃までの慢性的恐慌期はもちろんの
こと,大正5年 (1916)以降の経済好況期においてさえも,広汎な救済対象が存在すること
があきらかになった｡それを端的に示したのが,全国的に波及した米騒動の勃発であった｡
こうしたなかで,広汎に児童の貧困問題が出現するのであるが,この時期に至っても,政
府は救済対象を限定し,他救規則と救済関連立法で事足 りるとしたのである｡
しかし,こうした政府の貧弱な救済対応では,広汎な貧困児童の出現には対応できず,そ
のため,前期 (明治29年～同39年)同様,日本国内各地に各種の児童救済施設の設立をみる
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のであった｡
明治40年代に入 り,明治20年代,同30年代を通して飛躍的に数的増大を示した育児院に代
って,日本国内各地に保育所が設立されるようになった｡まず,明治40年 (1907)12月富士
(5)
瓦斯紡績株式会社小名木川工場保育所の設立を皮切りに,41年 (1908)3月名古屋市貧民街
(6)
に東海仏教慈恵学校付設西区幼稚園が設立され,42年 (1909)には,石井十次が岡山孤児院
(7)
付属愛染保育所を設立し,さらに岩手県の小岩井農場では,農場労働者のために第-託児舎
(8)
及び第二託児舎が設立され,43年 (1910)には佐賀県藤津郡浜町中学校内に町立浜町乳児収
(9) (10)
容所が設立され,44年 (1911)には,小岩井農場が第三託児合を設け,45年 (1912)には,
･1い
東京に玉姫託児場が開設されたのである｡
(12)
大正期に入ってからも,2年 (1913)に日本女子大学同窓会による桜楓会託児所,弘前託
(13) (14) (15)
児園,大阪に弘済会による4ヶ所の保育所が設立され,4年 (1915)に仙台仏教託児園など
が設立されている｡
また,第一次世界大戦を契機に重化学工業をはじめ,綿業を中心とする鍛維産業が著しく
発展するが,そうしたなかで,女子労働者に対する雇用対策として,各企業に職場内託児所
が付設されていった｡大正4年 (1915)の東京モスリン株式会社吾嬬幼児保育所をはじめと
して,5年 (1916)に日本製麻株式会社赤羽製品工場乳児所,6年 (1917)に東洋モスリン
株式会社第-託児所,仙台地方専売局託児所,7年 (1918)設立の鐘ヶ淵幼稚園託児所など
(16)
がそれである｡また鉱山で働く婦人労働者のために,大正6年 (1917)に上山田幼 児預 り
所,7年 (1918)には月島鉱業第三坑託児所,豊国鉱業託児所,三菱方城炭坑託児所などが
(17)
設立されたのである｡
一方,季節的に開設する農繁期託児所については,大正5年 (1916)に三重県三重郡神前
(13)
村の洗心保育園などではじめられた｡
また,この時期においてほ,感化院の設置が飛躍的に増大したOそれは明治40年 (1907)
の刑法改正により,懲治監が廃止となり,14歳未満の者には刑法が適用されない ことに な
り,これによって感化院の急増となったのである.明治44年 (1911)には沖縄を除く,全府
県に感化院が設置されたのである｡さらに大正6年 (1917)には国立感化院令の制定 に よ
(19)
り,武蔵野学園が設立された｡
精神薄弱児施設では明治42年 (1909)に白川学園(京都),大正5年 (1916)に桃花塾 (大
(20)
阪)が設立されている｡
盲聾唖教育施設の動向では,明治40年 (1907)の愛媛盲唖学校,木更津訓盲院,茨城盲唖
学校,北陸訓盲院 (石川県)をはじめとして,この時期においても前期同様多数の設立をみ
(21)
ている｡
以上のように,この時期にあっては,前期に続いて育児院や障害児教育施設も設立される
が,それらに加えて,感化院の全国的な普及を見 また,保育所が台頭してきたことに注目
される｡
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(2) 長野県内救済事業の動向
先に述べたように,明治40年 (1907)から第一次世界大戦勃発にいたるまでの期間におけ
る慢性的経済恐慌によって,救済対象が広汎に出現したのであるが,長野県内においても,
中 ･下層農民及び市街地の中 ･下層民を窮乏におとしいれ,さらに,大正7年 (1918)7月
には米騒動が勃発し,全国に波及するが,長野県内においても,長野市,松本市,上田町な
どで米騒動が勃発したのである｡長野市では約1,000人の民衆が米騒動に参加し,上田町で
(22)
ち,300人から400人の民衆が米騒動に参加したのである.また,大正7年 (1918)8月,須
坂町は町民の生活状態について以下のように報告している｡町民総戸数1,064戸 (5,258人)
のうち,日常の支出にたえられるもの952戸 (4,712人),親族縁者の救済を受けているもの
109戸 (528人),まったく生活困難なもの3戸 (18人)という状態であった｡ しかし, 実際
(23)
には,697戸 (全戸数の66%)を日米廉価購入の対象としたのである｡ こうした状況は,香
坂町ばか りでなく,県内各地でみられたものと思われる｡
次にこの時期における救済事業の動向について述べることにする｡
明治40年代に入 り,明治41年 (1908)6月創立の井上慈清財団 (上高井郡井上村)をほじ
(24)
めとして,報徳会,禁酒会,司法保護等の各種救済事業団体があい次いで設立された｡
(25)
また,明治44年 (1911)2月には,恩賜財団済生会が救療事業を開始し,同年4月には,
(25)
松本市に救済施設として松本市救護所 (後に昭和寮と改称す)が設立されている｡
(27)
大正期に入って,大正4年 (1915)11月には,長野県御大礼賑他資金が設置されている｡
次に,この時期に現われた児童問題をとりあげてみる｡前期同様,この時期には,貧児,
棄児,孤児,不就学児童,欠席児童,女子の身売 りなどの児童問題が発生したのである｡
とくに,注目されるのは,貧窮その他の理由 (疾病は除く)による不就学者の実態である
(表 1)｡明治40年 (1907)から大正元年 (1912)にかけて漸次減少していくが,その実態を
見逃すことはできない｡
(義-1) 明治40年代の就学率･貧窮その他による不就学者の状況 (長野県)
神津善三郎 F教育哀史』銀河書房1974379頁より
さらに注目されるのは,製糸工場で働く幼年工女の実態である (表2)0
こうした状況に対する,児童救済では,まず貧窮学齢児童の就学のため,学齢児童保護会
が県内各地に設立された｡明治43年 (1910)において県内の学齢児童保護会は77ヶ所 に及
(28)
び,さらに大正2年 (1913)に至っては167ヶ所と急増したのである｡
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また,大正4年 (1915) 5月には,乳
幼児死亡の増加を背景にして,愛国婦人
会長野県支部松本児童健康相談所が設立
(29)
されている｡さらに,大正7年 (1918)
10月には,上田市浄念寺に少年教化を目
的とする上田明照会が設立されたのであ
(30)
る｡同会は後に,さまざまな児童保護事
業を展開するのであった｡
(秦-2) 学齢の製糸工女 (長野県)
神津善三郎 『教育哀史』銀河書房1974 467頁より
(3) 松本女子求道会の創立
明治41年 (1908) 5月,寺田五之が松本市蟻ケ崎の宅地 180坪, 2階建1棟を買収し,松
本女子求道会 (育児院)を創設した｡同会は会員組織で,会員を募集するとともに,日用品
の販売,粉末石けんの製造,演芸会の開催等により経営を維持したが,後に松本市,県,内
務省等より補助金,奨励金等の交付を受けるようになり,漸次事業を拡張した｡事業開始以
(31)
来の収容人員は,大正11年 (1922)現在で男子28名,女子32名の計60名であった｡収容児の
処遇方法については,開設当初の収容児処遇方法に関する資料については未発掘なので,と
りあえず長野県社会課 『長野県社会事業要覧』大正12年よりみると ｢収容児は家族同様に取
扱ひ常に起居を共にし教育は市立小学校に通学せしむ,小学校卒業後は一定の職業を授くる
の方針にして現在真綿製造業3人子守に1人僧呂に1人を委託せり｣とあった｡なお,大正
11年 (1922)現在の収容児童数は,男子5名,女子6名の計11名であった｡
松本女子求道会養育部略則
1 本会ヲ松本女子求道会 卜称シ事務所ヲ松本市大字蟻ケ崎三日式十番地松月庵内二置ク
2 本会ノ事業 トシテ/､孤貧児ノ養育ヲナス但シ場合二依リテ-是 卜同等ナル境遇ノ人等ノ救済ヲモ
ナスコトアリ
収容児童ノ年齢-満二年以上 トシ人員-凡拾名 トス
3 養育ノ期間-其小供ノ個性二応ジテ独立自営ナシ得べキカヲ得ル迄ノ間 トス
若シ養育ノ中途ニシテ親戚其他ノ関係者ヨリ其小供ヲ引キ取ラントスル際ニ-預ケ入レクル日ヨ
リ引キ取ルノ日迄1日金拾銭乃至拾五践ノ割合ニテ本会二納入ス-キ事
4 本会ノ主旨二賛成シテ金銭米穀物品ヲ喜捨スル者ヲ会員 トス
但シ毎月金五銭ヲ喜捨スルモノヲ普通会員 トシ其以上ヲ喜捨スルモノヲ維持会員 トス
5 本会ノ維持方法及小供ノ族等-大凡循堂ノ諸式ヲ模範 トス
6 庭園ヲ児壷遊園地 トナシ本会ノ児童及近隣児童ヲシテ自由二遊戯ナサシメ且精神的談話ヲ以テ之
ヲ教化ナス
(長野県社会課 『長野県社会事業要覧』大正12年 80頁)
こうして,長野県において明治16年 (1883) 3月創設の大勧進養育院に次いで2ヶ所目の
育児院が開設されたのである｡
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(4) 県立感化院海津学舎の創立
明治42年 (1909)4月19日埴科郡松代町字清須町の民家を借 り受け,県立感化院海津学舎
を仮設置した｡そこは間数は8畳2問6畳2問,炊事場 1棟,湯殿等で,地所は156坪であ
(32)
った｡
海津学舎の職員構成は,学長に元長野監獄の教義師小林喜重及び助手には秋津小学校で教
鞭を執っていた尋常科正教員の資格を有する成田せい子があたってお り,同学舎 の規 程 で
は,教師は学長及び助手 1名であったが,教師の2人にてほ,1人外出する時に困難を感ず
(33)
るため,舎Tl名の分を以て,教師1名を増員し,その他小便1名,炊事婦 1名であった｡
同学舎の収容児に対する処遇方法は ｢学長も教師も総て入院児 と同室に寝食を共にし純然
たる家族主義-家庭教育を以て感化の本領 とする方針にして学舎の周囲には柵等 の設 け な
(34)
し,小林学長は模範を浦和の感化院に取れるが如し｣ とあ り,家族的組織による処遇方法を
とっていたのである｡
長野県立海津学舎規則
(｢長野県報｣1151号 明治42年3月26日)
第1章 名称及職員
第1粂 県立感化院ノ名称-別二之ヲ定ム
第2条 県立感化院二左ノ職員ヲ置ク
1 学長1人
2 教師若干人
第3条 学長-知事ノ監督ヲ受ケ院生ノ教育監護其ノ他院務ヲ掌理シ所属職員ヲ監督ス
第4粂 学長事故アルトキ-上席教師其ノ職務ヲ代理ス
第5条 教師-学長ノ命ヲ受ケ院生ノ教育監護其ノ他庶務二従事ス
第6条 学長-教師中ヨリ族長ヲ選任シ院生ヲ監督セシム
第2章 入院及退院手続
第7条 行政庁二於テ感化法第10条二依')具申書ヲ提出セントスルトキ-左ノ書類ヲ添付シ学長ヲ経由
スへシ
1 本人ノ住所,氏名,年齢,経歴,操行及現在ノ境遇等二閑スル調書
2 親権ヲ行フ父母又-後見人ノ住所,氏名,身分,職業,資産,経歴,操行及家庭ノ状況等二閑ス
ル調書
3 戸籍謄本
第8粂 感化法第5条第2号二依り入院ヲ出願セントスルトキ-入院願書二前条第1号第3号ノ書頬及
入院ヲ要スル理由書ヲ添付シ所轄市町村長ヲ経由ス-シ
感化法施行規則第1条第2項二依ル入院病害ニ-裁判決定書ノ外裁判所二提出セル申請書ノ写及戸
籍謄本ヲ添付シ所轄市町村長ヲ経由ス-シ
第9条 市町村長二於テ前条ノ願書ヲ受理シタルトキ-第7粂第2号ノ調書ヲ添-意見ヲ付シテ市長-
直二町村長-郡長ヲ経テ之ヲ学長二回付ス-シ
第10粂 学長二於テ第7条又-第8粂ノ願書類ヲ受理シタルトキ-意見ヲ付シテ之ヲ知事二進達ス-シ
第11粂 入院命令書ノ､感化法第5条第1号該当者二在テ-入院ノ具申ヲ為シタル行政庁ヲ経同条第2号
及第3号該当者二在テ-郡市町村長ヲ経テ之ヲ交付ス-シ
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第12条 入院ヲ命セラレクル老ノ親権者又-後見人若-当該行政庁-入院命令書指定ノ期間内二本人ヲ
学長二引渡ス-シ
第13粂 刑法施行法第16条但書二依 り入院ヲ命セラレタル老-知事二於テ直二之ヲ学長二引渡ス-シ
第14条 学長二於テ感化法第7条二依 り仮二退院セシム-キ老アリト認ムル トキ-其ノ事由並二遵守条
件ヲ其シテ之ヲ知事二上申ス-シ
第15粂 知事二於テ仮退院ヲ命スル トキ-仮退院命令書ヲ発シ学長ヲ経テ之ヲ本人二交付シ同時二入院
ノ其申ヲ為シタル行政庁若-郡市町村長ヲ経テ仮退院者ノ親権者又-後見人二其ノ旨ヲ通知ス
第13条二依 り入院ヲ命セラレタル老二対シ仮退院ヲ命スル トキ-同時二仮退院後二於ケル本人所在
地ノ行政庁二其ノ旨ヲ通知ス
第16粂 前条ノ通知ヲ受ケタル行政庁若-仮退院者ノ親権者又-後見人-常二本人ノ操行等ヲ監視シ毎
翌月五日迄二其ノ状況ヲ学長二通知ス-シ
第2項仮退院者仮退院命令書指定ノ条件二違背シタル トキ-直二学長ヲ経テ之ヲ知事二報告ス-シ
前2項ノ報告書ヲ受理シタル トキ/､学長-意見讃ヲ添付シ直二之ヲ知事二進達ス-シ
第17条 学良二於テ仮退院者ヲ復院セシム-キ必要アリト認ムル トキ-其ノ旨知事二具申ス-シ
第18条 知事二於テ復院ヲ命スル トキ/､復院命令書ヲ交付ス
第11粂第12粂ノ規定-前項ノ場合二之ヲ準用ス
第19条 感化法第12条二依り退院ヲ出願セントスル トキノ､感化法第 5粂第1号該当者二在テ-入院ノ其
申ヲ為シタル行政庁ヲ経由シ同条第2号第 3号該当者及刑法施行法第16粂但書該当者二在テノ､所轄郡
市町村長ヲ経由ス-シ
第20条 学長二於テ退院セシム-キモノアリト認ムル トキ/､成績表ヲ添-之ヲ知事二八･申ス-シ
第21粂 知事二於テ退院ヲ命スル トキ-第15条ノ例二拠ル
第3章 教 育
第22粂 院生教化ノ方法-教育二関スル勅語二基キ家族的組織二依 り且3-レ 年齢及学カニ応シ独立自営
二必要ナル教育ヲ旋シ実業ヲ練習セシメ女子二在テ-家事裁縫等ヲ修習七シムルモノトス
第23条 管外委託ノ認可申請書ニ-左ノ書類ヲ添付ス-シ
1 本人ノ成績調書
2 被委託者公私ノ施設ナル トキ-其ノ位置,名称,及事業ノ状況並代表者ノ住所,氏名,身分,敬
業,私人ナル トキ-其ノ住所,氏名,身分,職業,資産,経歴及操行等二聞スル調書
第24条 学長二於テ院生ノ委託ヲ為シタル トキ-其ノ旨直二入院ノ其申ヲ為シタル行政庁若-郡市町村
長ヲ経テ其ノ親権者又-後見人二通知ス-シ其ノ之ヲ止メタル トキ亦同シ
第25粂 院生ノ懲戒及検束ノ方法-別二之ヲ定ム
第4章 在院費
第26粂 院生ノ在院費用-学長二於テ毎翌月15日限り之ヲ懲収ス-シ
第27条 学長-前条費用ノ一部又-全部ヲ免除ス-キ事由アリト認メタル トキ-其ノ旨知事二具申ス-
シ′
第5章 報告及院内諸規定
第28条 左ノ場合二於テ-学長-即時之ヲ知事二報告ス-/
1 入院,仮退院,復院又-退院ノ手続ヲ了シタル トキ
2 院生ノ委託ヲ為シタル トキ但シ管内委託二在テ-第23条各号ノ調書添付ヲ要ス
3 院生ノ死亡又-逃亡若-逃亡者ノ帰院シタル トキ
第29条 院生ノ教化二関スル細則及処務細則其ノ他院内ノ諸規定-知事ノ認可ヲ得テ学長之ヲ定ム
附 則
第30粂 本規程-明治42年4月1日ヨリ之ヲ施行ス
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明治42年 (1909)末現在の同学舎入所児童は男子のみ9名であった｡入所児童の身上及び
同学会の経費は以下のとおりである｡
職員俸給 l雑
508円92銭
感 化 院 経 費 (明治42年度)
給 1生徒諸費 1舎 費 l修繕費△建築費 L 計
394円1践 1498円16践5厘 945円48銭8厘
△6,254円65銭
76円96践5厘
8,678円19銭8厘
同学舎は,新築学舎落成のため,43年 (1910)に埴科郡西条村に移転した｡新築学舎の規
模は土地458坪,建物坪数は145坪 (教室46坪,住宅79坪,其他20坪)で,棟数は鶏舎まで加
えて5棟で平屋造 りである｡北の1棟は4間に11間の教室で4室に分かれている｡教室の西
の1棟は物置と独慎室である｡独慎重は最後の懲戒を加えるときに用いるもので,2重あっ
て1室が畳2枚敦であった｡その東には倉庫があり,南の1棟は教員の住宅と寄宿舎で,室
は小さく分かれて7室になっている｡寄宿舎職員室は青畳に押入れ床間付きであった｡庭に
は2坪あまりの鶏舎やブランコその他の運動器具が配置されていた｡学舎の建築費は6,254
(35)
円65銭であり,院児は25名まで収容可能であった｡職員は明治43年 (1910)末現在で,学長
(36)
1,教師及助教師4,嘱託医1,助手傭婦2の計 8名であった｡
明治43年 (1910)末現在の入所児童の状況及び同学会の経費は以下のとおりである｡
感 化 院 入 院 児 童 の動 静
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入 院 児 童 の 身 上 (明治44年3月末現在)
感 化 院 経 費 (明治43年度)
職員俸給 E雑 給 l生徒諸費 l舎 費日参繕資△建築費 l 計
693円23銭F 453円63銭桓 円52銭9厘11･485円69銭L197円19践9厘F 3･468円27銭8厘
明治43年 (1910)5月現在の収容児童の状況について,かつて,矧司幸助による家庭学校
に在職していた信濃毎日新聞記者のレポートによると ｢創立以来収容した11名の中に1名の
逃亡者もなく,学業もよいが,この内2,3名は先天性の悪少年と見えて,効果が覚束ない
ということだ,生徒の家庭も僕に1名は櫓々資産があるのみで他は悉く赤貧者である,従っ
て生徒の品性もよくない,両親の在世して居るものは少く必ず一方欠けて居って,それも母
親の欠けたものが多いOこれは感化院の通幣で,母親のなきが如何に児童将来に及ぼす事の
(37)
多いかを知ることができる--｣とある｡
なお,同学舎では,職員の研修のため,内務省主催の第2回感化救済事業講習会 (明治42
(38)
年10月11日より3週間)に,同学会助手清水清太郎を派遣している｡また,明治43年 (1910)
5月の全国感化救済事業大会には,同学会学長の小林喜重ならびに小林さくが出席 してい
(39)
る｡
同学会は大正12年 (1923),県立感化院 ｢渡多学院｣(大正10年 (1921)創立)に吸収合併
(40)
されたのであった｡
(5) 長野市子守教育所付設幼児保育所の設立
長野県においては,明治20年代 ･30年代を通して,子守学校が急速にその増加をみたので
あるが,なかでも長野市立城山小学校子守教育所 (明治27年6月創立)と長野市立後町小学
校子守教育所 (明治27年6月創立)は,それぞれ発展し,明治44年 (1911) 5月には付設床
(41)
育所を設立したのである｡
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△長野市子守教育所付設幼児保育所
(1) 沿 革
明治42年2月11日内務省より子守教育所に下賜せられたる30 円を以て保育所に関する設
備をなし明治44年5月10日開所実地事業に着手し漸 規々模を拡めて現在城山,後町の2ヶ所
に存置するに至れり而して幼児の委託保護を希望して来るもの年々増加の傾向あり創立より
現在に至る入所幼児数450名に至れり
(2) 設 置 の 目 的
子守教育所に通する子守の伴い来る学齢未満の幼児及び夫婦共に労働に従事するもの又は
家庭の営業上妨げとなる幼児を集め教育的に遊戯せしめ子守の学習の妨害を防く､･と共に幼児
の身体健全に発達せしめ且つ善良なる習慣を養ほんとす (｢長野市子守教育所及付設幼 児保
育所調査｣(大正11年)『長野城山学校百年史』510-511頁)
幼児保育所の明治44年 (1911)の記録によれば,入所児童は43人おり,その内訳は数え年
で5歳児6人 (男3人,女3人), 6歳児13人 (男5人,女8人),7歳児24人 (男6人,女
18人)であった｡入所児童43人のうち子守児童が伴いくる幼児が24人で,共働き家庭や営業
上妨げとなる家庭からの受託幼児は19人であった｡このように,子守児童が伴いくる幼児ば
(42)
か りでなく,それ以外の市内の要保育児童までも入所させていたのである｡
こうして,明治44年 (1911)に,長野市に二カ所の幼児保育所が設立されたが,両所とも
子守学級が発展して,幼児保育所が設立されたという点で,日本保育史上注目される｡
(次号につづく)
注
(1) 輯西光速他 『日本資本主義の発展Ⅷ』東京大学出版会 昭和38年 461-462貢
(2) 前掲1 462-463頁
(3) 前掲1 464-465頁
(4) 前掲1 642-646頁
(5) 日本保育学会編 『日本幼児保育史第2巻』フレー ベル館 昭和51年 135貫
く6) 前掲5 277頁
(7) 前掲5 273京
(8) 麓三郎 『小岩井農場70年史』 昭和43年 423頁
(9) 谷山恵林編『日本社会事業大年表』刀江書院 昭和11年 199頁
(10) 前掲8 423頁
(ll) 前掲5 277-278貫
く12) 日本保育学会編 『日本幼児保育史第三巻』フレー ベル館 昭和50年 36-37貫
く13) 日本メソジスト教会 『弘前教会50年略史』 大正14年 199京
(14) 前掲12 33京
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(15) 宮城県学務部社会課 『宮城県社会事業一覧』 昭和10年 20頁
(16) 前掲12 35頁
(17) 前掲12 35頁
(18) 前掲12 36頁
(19) 上田千秋 『現代児童福祉論』ミネルヴァ書房 昭和43年 70頁
(20) 杉本一義編 『児童養護』川島書店 昭和58年 151頁
(21) 前掲9 195-211貢
(22) 青木孝寿 ･上候宏之 『長野県の百年』山川出版社 昭和58年 159-160頁
(23) 前掲22 160頁
(24) 矢上克巳編 『長野県社会事業年表』 昭和57年 4-7貢
(25) 長野県 『長野県社会事業概要』 大正15年 7頁
(26) 前掲25 49頁
(27) 長野県社会課 『長野県社会事業要覧』 大正12年 22頁
(28) 前掲24 5-6京
(29) 長野県 『長野県社会事業便覧』 昭和11年 275貢
(30) 上田明照会 『上田明照会社会事業概要』 昭和20年 3京
(31) 前掲27 79京
(32) ｢新設の海津学舎(上)｣『信濃毎日』 明治42年4月22日付
(33) 前掲32
(34) 前掲32
(35) ｢松代の海津学舎(上)｣『信濃毎日』 明治43年5月25日付
(36) 長野県 『長野県統計書 (明治43年)』 明治45年 339頁
(37) ｢松代の海津学舎(下)｣『信濃毎日』 明治43年5月26日付
(38) 中央慈善協会 『慈善』第1編第2号 明治42年10月30日 97-99頁
(39) 中央慈善協会 『慈善』第2編第1号 明治43年7月30日 110-146頁
(40) 前掲25 92京
(41) 長野市立城山学校百年史編集委員全編 『長野城山学校百年史』 昭和48年 511頁
(42) 前掲41 511頁
